


これらQ&Aの詳細等につきましては をご覧ください。▶

例えば、企業側が寄附を行うにあたっては、このような手続が考えられます。
※下記はあくまでも一例であり、企業側から寄附先の地方公共団体を募集する場合や、企業が寄附活用事業の立案段階から参画する場合もあります。

企業版ふるさと納税ポータルサイト

企業版ふるさと納税を活用するメリットは
Q.

企業はどのような手続で寄附をするのだろう
Q.

制度活用にあたっての留意事項 

●本社が所在する地方公共団体への寄附については、

本制度の対象となりません。

この場合の本社とは、地方税法における「主たる事務所又は事業所」を指します。

例A県B市に本社が所在⇒A県とB市への寄附は制度の対象外

●寄附を行うことの代償として経済的な利益を受けることは

禁止されています。

例×寄附の見返りとして補助金を受け取る。

×寄附を行うことを入札参加要件とする。

×寄附活用事業により整備された施設を専属的に利用する。

※地方公共団体の広報誌やホームページ等による寄附企業名の紹介や、

公正なプロセスを経た上での地方公共団体との契約などは問題ありません。

●地方公共団体が寄附した企業を周知することは可能です。

例ホームページ、広報誌、県政広報番組での企業名の照会、

感謝状の贈呈、寄附を活用して整備した施設への銘板の設置

●回当たり10万円以上の寄附が対象となります。

●次の都道府県、市区町村への寄附については、

本制度の対象となりません。

ⅰ.地方交付税の不交付団体である都道府県

ⅱ.地方交付税の不交付団体であって、

その全域が地方拠点強化税制における

地方活力向上地域以外の地域に存する市区町村※

※首都圏整備法で定める既成市街地・近郊整備地帯など

大学の知見を活かし、中学校において「XR防災教育」

を実施。大学生が市へ訪問したり、市内中学生が大学

で発表する等、双方向型学習の展開により、人材の交流

を創出。企業版ふるさと納税人材派遣型の職員が中心

となり、教育・防災・地方創生など複数分野を横断した

連携が進む。

【取組概要】

【寄附実績】

3,700千円

アサヒグループのサステナビリティ基本方針に重要課題

「コミュニティ」を掲げ、地域社会の活性化を目指し、

「祭り・花火の支援」や「食文化の継承」をテーマに、

地域住民や観光客に親しまれる事業への寄附先を 

全国の自治体を対象に公募形式で選定。

【取組概要】

【寄附実績】

100,000千円

他にも様々な取組に活用されています。

【人材育成】 高等専門学校の新設支援

【文化芸術】 クリエイター育成を目指した映像制作

【環境保全・エネルギー】 波力発電の実証

【子育て】 子ども室内遊戯施設の整備

【産業振興】 宇宙産業関連施設の整備

【防災・復興】 防災資機材の整備

【移住・定住】 サテライトオフィスの整備・運営　 など
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令和7年度「企業版ふるさと納税に係る大臣表彰」事例紹介

寄附実績

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

寄附企業数

活用自治体数

459社

118団体

1,112社

253団体

1,138社

287団体

1,117社

293団体

1,640社

533団体

3,098社

956団体
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1,276団体

8,464社
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7,680社

1,462団体

静岡県伊豆市

『防災教育』

アサヒビール株式会社

『祭り・花火の支援・
   食文化の継承』

地方公共

団体部門
企業部門

企業の

皆様からの声

被災地の復興支援 企業のPR SDGsやESGに寄与

各種団体との新たな

パートナーシップを構築

寄附活用事業が

社員のやる気向上に

寄附の方針の検討、

寄附先の候補となる

地方公共団体の選定

STEP

1

社内提案資料等の

作成、社内調整

資料例メリット、

寄附先の選定基準等

STEP

2

地方公共団体との

調整、寄附

寄附活用事業等に

ついて、寄附手続

STEP

3

プロモーションに

向けた調整

例寄附贈呈式、

報道発表等

STEP

4

税務処理の

手続

STEP

5

創業地や縁のある地方公共団体が

推進している事業を、寄附を通じて

応援することで、恩返しができました

寄附による社会貢献を通じて、企業

の社会的なイメージアップにつな

がりました

復旧・復興に向けた事業に対して

寄附をすることで、被災地に貢献で

きました

地域の環境保全や脱炭素に係る取組を

応援し、社会に寄与できたことは大きな

意義があったと考えています

地方公共団体や教育機関、NPOな

どと日頃からのコミュニケーション

が生まれ、新たなビジネスチャンス

につながりました

子育て世代の社員として、地方公共

団体の子育て事業に協力しているこ

とに誇りを感じ、モチベーションアッ

プにつながりました

縁のある地への支援

「山形花笠まつり」山形市防災教育の様子

341.1億円341.1億円

8,390件8,390件


